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特集　　2012年11.24・25「懇談会」での問題提起

1.「労働運動再生のための討論会」の開催に向けた懇談会

　経過報告と問題提起　　　　　　共同代表　伊藤　彰信　　　　3P～ 7P

2.労働運動の現状と課題　　　　　　 共同代表　中岡　基明        7P～12P

3.地域労働運動の再生と課題　　　　 市原地区労顧問　鳰川　静   13P～17P
全国各地の単産、単組、地域で奮闘されている仲間の皆さんに深く敬意を称します。

当労研フォーラム」は、国際労研(岩井事務所)を中心に集った左派産別幹部の「有志懇談会」を2010年に引継ぎ、名称も新たに「労働運動研究フォーラム」として再出発し、月例の研究会を開催しています。　

今回、私達は「『労働運動再生のための討論会』の開催に向けて」と称し、産別・地域・単組で奮闘されている皆さんに「懇談会」の御案内をさせていただきました。それは「労働運動の危機」が叫ばれて久しいのですが、「もう待ったなし」との思いが研究会での一致した認識だったからです。そこで皆さんと意見交換できる機会をつくることはできないだろうか、と考え「懇談会」の呼びかけになりました。今年4月20日、21日に開催される予定の「労働運動研究討論集会」は、その昨年11月24日、25日に東京　全港湾・日港福会館で開かれた「『労働運動再生のための討論会』の開催に向けた『懇談会』」での意見交換によって実現することになりました。
当日は、今回の「呼びかけ人」になられた方々を含め、総選挙を控え忙しい中、全国各地から40人近くの皆さんが集まられ、3人の方からの問題提起を中心に熱心に意見交換されました。労働組合を取り巻く現状認識は期せずして集まられた皆さんとも一致しておりました。「あたりまえの労働運動」の継続・拡大が困難さを増し、孤立化している。労働運動の圧殺をもくろむような新たな弾圧の動きもあり、官民、正規・非正規労働運動の全国的連携・連帯の必要性は急務である。「労働運動の再生」「新しく労働運動をつくる」必要がある。交流し、学び、認識を共有できる場が大切。しかし「呼びかけ」ようとしている「討論会」に対しては、どこの組合が責任を持ち、何を目指すのか。「労働運動の再生」などは抽象的で広く参加を期待することにはならないのではないか、といった厳しいご意見もありました。
「懇談会」を呼びかけた「労研フォーラム」としては、「討論会」以降の明確な構想を準備していたわけではありませんが、全国の仲間とともに「労働運動研究センター」的なネットワークが作れないだろうか、全国で奮闘している仲間達との連携はできないだろうか、若い仲間達との結びつきをより強め、労働組合強化に役立てることはできないだろうか、と考えてきた経過を率直に問題提起してきたつもりです。

「連帯・交流・学習」から活動家は育つと云われています。4月に開催される「労働運動研究討論集会」がそのような全国の仲間達の友情と連帯のための一歩にできるようにと会員一同決意を新たにしています。

「レポート　労働運動研究」は、当研究会の研究機関誌として、また問題意識を共有する仲間達との共同研究の場として準備しました。

「準備1号」は、昨年秋の「懇談会」での問題提起を事務局の責任で収録致しましたが、4月に開催する「労働運動研究討論集会」に取り組む問題意識を感じ取っていただけたなら幸いです。今回の発行は急遽の作業でしたが、今後、編集・発行態勢を整え、定例の研究レポートとして充実させたいと考えています。

＊有志懇は、岩井章氏が亡くなった後、吉岡徳次、中里忠仁、中小路清雄、吉原節夫先輩達を中心に研究会を続けられて来ましたが、吉岡先輩も2005年亡くなり、諸先輩方も高齢になられたこともあり、2010年8月に先輩方のアドバイスをうけ名称も変更し、共同代表　伊藤　彰信(全港湾委員長)、中岡　基明(全労協事務局長)、事務局長　遠藤一郎(全国一般全国協副委員長)の態勢で再出発し現在に至っています。　　　　　　　　　　　　　　

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事務局 C)
　　　　　　　　　
＊問題提起内容は、「懇談会」での発言内容を事務局の文責で掲載いたしました(2012.11.24での時点での報告内容です)。
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経過報告と問題提起

　　　　　　　　　　　　　伊藤　彰信(労研フォーラム共同代表・全港湾委員長)

　　　　　　　　　　　
1.「労働運動研究フォーラム」について

(1)労働戦線の右翼的再編に反対してきた「有志懇談会」を継承した組織

そもそもこの「懇談会」を呼びかけた労働運動研究フォーラムとは何かということと、なぜこういった労働運動討論会を企画しようということになったのか、私から述べさせていただきます。
まず「労働運動研究フォーラム」という全く聞き慣れないところから「呼びかけ」が出まして、何だろうかと思った方がいると思います。皆さんも周知のように労働戦線の「右翼的再編」に反対して、「労働運動研究センター」(労研センター)がありました。1983年3月だったと思いますが、結成総会が田町の専売ビルホールで行われました。その労研センターを呼びかけたのが、太田薫さん、市川誠さん、岩井章さんの総評三顧問と云われた人たちです。それに全港湾委員長の吉岡徳次も加わりまして、労働運動研究センターを作り労戦統一に反対する運動を続けてきたという歴史がありました。当時は活動家など200人程度集まる全国的な集会を開催し、他に東京で研究会を行っていました。だんだん各事務所も閉鎖されるというようなこともあり、岩井事務所で有志懇談会という形で、活動家を集めた研究会を開催するようになりました。しかしそれもだんだん人数が少なくなりまして三顧問も亡くなられ吉岡も亡くなり小さな研究会になりましたが、その後を全国金属の中里忠仁さん、日教組の中小路清雄さんが共同代表という形で継続をしてきました。そういう中で単に懇談会というだけではなくて実際の労働運動に対して物申す、具体的な提言のできる実践的研究会にしていこうではないかということで、小ぢんまりとした有志懇談会から、もう少し人数を増やして行こうということで「労研フォーラム」と名称変更しました。実は「労研センター」と名乗りたかったのですけれどもそんな実態ではなく、現職を中心とした懇談会的なものをつくろうというふうに考えたのが二年前のことであります。中岡さん(全労協事務局長)と私が共同代表ということで新たにスタートをしてこの二年間研究会をやってきました。労働戦線の右翼的再編に反対して労働運動研究センターを結成した太田薫、市川誠、岩井章、吉岡徳次先輩の流れを汲む研究会である「有志懇談会」を継承した組織が「労研フォーラム」ということになります。
(2)結集軸は、「階級的労働運動の発展を目指す」－情勢分析、意見交換の場

結集軸は何なのかと問われますと、「総評労働運動の継承発展」と一言で言えばこれに尽きます。これはまさに労研センターの基本であったわけであります。私は当時の労研センターの中で「総評労働運動とは何か、どう総括をするのか、何を継承するのか」と議論をやりましたけれども、「そんなにいきり立つな」と言われました。「総評労働運動の総括はそれぞれ皆持っているではないか」「労研センターでひとつのものをまとめるということではなくて、それぞれの総括のもとにどうやって発展させるかということで集まっているのが労研センターだ」と言われました。「そんなもんかなあ」と思いながら今日まで労研フォーラムの活動に参加してきました。したがって、ここで取り立てて「総評労働運動をどう総括しているのか」と聞かれると「そういうものは無かった」ということでありますが、「それぞれの思いはあるだろうな」と思っています。しいて言えば「階級的労働運動」という言葉を使ってみたいと思います。労働者の立場での運動というのをどう発展させるかということで勉強し、労働運動についての情報分析なり意見交換をする場としてこの間、研究会を重ねて来たということであります。
2.労働運動の危機

(1)「失われた20年」、労働者の状況の悪化
現在の労働運動の問題については、後程、中岡、鳰川両氏からそれぞれの状況についての報告と問題提起がありますので、ここでは大雑把にどう捉えているかということを述べたいと思います。
失われた二十年というような形でソ連の崩壊なり、冷戦構造の解体、それから市場のグローバル化、新自由主義が展開していくというこの二十年の流れの中で、日本においてはバブルが崩壊して、日経連の「新時代の日本的経営」路線での雇用政策が進められていく、日本においては重要な産業が海外に展開していくという形で産業の空洞化状況が続き、そういう中で実体的な経済を離れたマネーゲームによって、短期的な利益を得て行くやり方が進んでいった。しかし、リーマンショックによって、事実上、新自由主義的な路線の破綻が明らかになりましたが、現時点においてはむしろ、新自由主義路線への更なる回帰という形になっています。国家が、破綻した金融機関や大手製造業を救済することによって、国家財政が悪化し、社会保障切り捨て、消費税などの増税を図る緊縮財政をうちだしています。
同時に労働者の状況ということでありますけれども、その間、賃金の低下なり、非正規労働者の増加も35％と云われております。日本において大企業は利益増大、格差は拡大、貧困の増加という状況になっておりまして、労働者は、労働者間の競争からの過重労働を強いられ、更には雇用の流動化を促されているという状況になっています。
(2)たたかわない連合労働運動―「名ばかり労働組合」

労戦統一はどうなったのかということですが、闘わない労働運動と書きました。連合の結成は労働戦線の再編を起爆剤に、政界の再編、そして政権獲得を目指し、それを通して政策を実現していくということだったと思います。2009年総選挙において民主党が政権交代を果たしたわけですが、しかし、政権を取ったということだけでありまして、連合は政権に就いた民主党を支えるということに終始し、現実においては原発推進、消費税の増税を図り、TPPを推進。自民党すらやらなかったことを今進めています。そして労働者派遣法の問題、これはリーマンショック後の派遣村を経て抜本改正案も出されましたし、また労働契約法や有期雇用の問題なども、結果的にいうと骨抜きにされた形で法案が成立させられています。労働者のための政治というよりは、大企業優先の政策が進められていると思います。
非正規の人から言わせれば、もはや大企業の労働者というのは、労働者同士の連帯ということではなくて敵対的な存在になっているのではないか、ということであります。本当に今の姿が労働組合なのかというふうに考えてみますと「名ばかり労働組合」と言わざるを得ない状況です。

憲法28条で保障されている団結権、交渉権、団体行動権、という問題から見ると、そもそもその団体行動権(争議権)を背景にして交渉をやるということによって初めて、労使対等性というのは確保されるというのが基本的な考え方でありますけれども、もはやこれが崩れ去っています。
この前連合の人に、「連合の中で団体交渉をしている人はどれくらいですか」と私が聞いたら「10％もないでしょうね」と言っておりました。なぜかと言いますと、大企業はほとんど団体交渉ということではなくて、労使協議会(経営協議会)で労働条件の交渉をやっているわけであります。会社の一機構、労務管理の機構の中で話し合いをしているということでありまして、会社と労働組合が、それぞれ対等の立場で団体交渉を行っているという状態にはなっていません。労働組合全体で言いますと、団体交渉をやっている労働組合というのは二割程度でしょうか。
総評時代もあったわけですが、争議権に関しては事後対処方式といいますか、回答を貰ってから、不満であればストライキ権を確立する方式です。我々は要求を出す、交渉を行うにはストライキ権を確立して交渉を進めると習ったわけでありますけれども、総評時代の終わりの頃には、事後対処方式というのはかなり広まりました。春闘という言葉がなくなり、春季生活改善闘争になって、そもそもの争議権を欠いた闘いとなってしまって、今まさに団体交渉権そのものが脅かされる状況なのではないかと考えています。

経営者側のマニュアルを見ましたが、団体交渉を事実上行わないと言いますか、話し合っても良いけれど、それは団体交渉ではない。あるいは労働協約は締結してはならない。合意をしたとしても文書に残すのではなくて、それは会社の意思決定で行っている就業規則の一部変更であるということで、労働協約は絶対に結ばないようにということが今の指導になっています。現にそういう状況だと思っております。
(3)たたかう労働組合に対する弾圧－　団塊の世代の退職

それから、集団的労使関係というものが空洞化してきています。地域ユニオン、ローカルユニオンと色々ありますけれども、それぞれの地域で頑張っていますけれども、これは個別労使関係の救済活動に終始をしていて、労働組合の集団的労使関係の確立という意味合いにおいては、実現出来ていないのではないか思います。ですから弁護士さんも労働基準法をよく知っている弁護士さん、若手の労働弁護団でもそういう方はたくさんいるのですが、集団的労使関係について話ができる弁護士さんは、ほんのわずかしかいなくなってしまっています。

リーマンショック後、緊縮財政を進めて消費税を増税しながら、そして公務員攻撃をして労働基準を切り下げていくという戦略の中で、闘う労働組合を潰すということが日本の労働運動の息の根を止めるための重要な攻撃になってきているだろうと思います。大阪の橋下維新の会も、公務員労働運動を批判し、民間労働者と公務員の対立を煽り、正規労働者と非正規労働者の対立を煽る攻撃を仕掛けてきています。自民党の安倍は、自治労、日教組攻撃をかなり意識的にやっております。国労潰しの攻撃があり、民間も闘わなくなり、連合が闘わない中で今自治労、日教組を潰して日本の労働運動の息の根を止めようとしています。企業の枠を超えて攻めてくる個人加盟の労働組合、ユニオンなどの労働組合に対しては、弾圧が激化をしてきている。団体交渉には応じない、労働協約は結ばない、ストライキを打てば刑事弾圧をかける、損害賠償を請求する、という形です。

先程、集団的労使関係の問題を話すことが出来る弁護士さんがいなくなったという話をしましたけれども、同時に、団体交渉をやって、闘うという基本を引き継ぐ世代と言いますか、それもいなくなってしまった。特に若い世代は、団体交渉やストライキというのはどうやったらいいのか分からないということで、少なくとも日本国憲法で保障されている労働組合運動そのものが消え去ろうとしているのではないかと、非常に危機意識を持っているわけであります。
3.今なぜ「労働運動の再生のための討論会」(仮称)を呼びかけるのか

(1)分散している闘いの結集を

どういうふうに若い人を育てればいいか。結論から言うと「闘わない限り、育たないだろう」ということであります。しかし「闘いがないから仕方ない」で終わってしまう議論では困ります。そんな状況を何とか克服し、労働運動をどう再生したらいいかということを討論できないだろうかと、今回「労働運動再生のための討論会」をやろう、そのために今日「懇談会」ということでお集まりをいただいたわけです。
それぞれが地域で頑張っている運動があるわけであります。そういう分散しているいろいろな闘いをもう一度結集するということが必要なのではないか。個別の現場で闘っているのだけれども、それが個別の範囲内で終わってしまっている。それを全国的な結集と言いますか、共同連帯の闘いへ進めて行く必要があるだろうと思います。それから公務員バッシングが続いていますけれども、民間の者から見れば、非常によくわからないという状況であります。特に公務員制度改革でストライキ権が与えられるのかわかりませんけれども、与えられて本当に闘えるのですか、ということです。所謂、日本国憲法の保障という、先程言ったあたりまえの労働運動が出来るのかという問題なのです。どのように公務員の闘いがあるのか。それを本当は今防衛しなければ労働運動が潰されてしまうわけです。
民間から見れば、むしろ公務員バッシングに手を叩いている若い人がたくさんいる。橋下を支持している流れの方が強い。こういう状況なので、ぜひ公務員・民間が連帯をしていく、あるいは非正規労働者と連帯した闘いをつくることが大事なのであります。非正規労働者と連帯して闘おうといっても、実際には個別救済運動でしかできていないわけですが、中小企業労働者と非正規労働者が連帯できる闘いをつくりあげること、すでに労働者の3分の1を超えて35％の非正規労働者が存在するわけですが、非正規労働者の運動を日本労働運動としてどうつくりあげていくのか重要な課題です。
(2)反対闘争にとどまらない、政策能力をもった運動指導

今回の有期雇用問題、あるいは労働法制の問題、労働契約法の問題からしますと、これから「正規労働者」という概念が、おそらく今の「有期雇用」になるだろうと思います。有期雇用が当たり前の雇用形態になって、そして終身雇用などが珍しい状況となる。正規労働者というのは何かというと、雇用期間1ヶ月以上の社会三保険が適用される労働者が正規労働者となり、それ以外は日雇い労働者というふうに分類をされる社会になるように思われます。日本経団連は、今回の労働者派遣法の改正、労働契約法の改正は不十分だった考え、さらなる改悪攻撃を考えているわけであります。
そういう状況に本当に耐えられる労働運動をどう作っていくのか、ということであります。公正ルール、公契約に基づいた労働と云いますか、「官」から「民」へと云われている中で、単に「官」ではなくて「公」をどう回復していくのか。そして反対運動だけではなくて政策能力を持った運動指導、本当にそれこそ連合が云っていたように、政権を取るには政権を取るだけの政策能力を持ったものを作り上げて行かなくてはいけない。
それは新自由主義的な路線、格差競争社会の路線とは違った、リーマンショック後、政権交代後、東日本大震災後の状況の中で、どういう社会を作り上げていくかという課題を念頭に置いた労働運動をどう作るかということが課題になってくると思います。人は労働する前に人間として生きることが保障されなければなりません。平和的に生存する権利、戦争に反対し、原発をなくすたたかい、平和憲法を護り、いのちを大切にする労働運動の形成が重要な課題です。
(3)団塊の世代の退職、若い活動家を結集できる体制づくり

労研センターレベルの運動の再建を

それから若い世代、活動家をどう育成していくのか。団塊の世代がここ数年でほとんどいなくなる中で、先輩たちの運動の経験と教訓を継承するいろいろな場面がないわけです。ない中でどういうふうにしたらいいのかと今考えておりますが、私はここ数年で、日本の労働運動の火が消えてしまうのではないかという危機感を持っています。諸先輩達から教えられてきた労働運動をどのように守り抜けるのか。こちら側のメンバーも年寄りばかりなのですが、絶滅危惧種といいますか、ワシントン条約で保護されなければならないような人間が集まっておりまして、昔を語るばかりではなくて、本当に若い人がここに集まれるような形をどう作ったらいいかということを考えながら、労働運動再建のための討論会をぜひ実現をしてみたいと思っています。
討論会を具体的にどうやったらいいか、このステップが大事だとか、内容とか、仕掛けをどうつくるかとか、そういう意味合いで準備が色々あると思うのですけれども、今日明日の議論の中で、みなさんの賛同をいただいて、近い将来「労研センター的な研究会」を作ってみようというところまで議論が進めば、この懇談会が意味あるものになると思います。問題提起も含めて発言をさせていただきました。よろしくご検討をいただきたいと思います。
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労働運動の現状と課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中岡　基明(共同代表・全労協事務局長)

中岡です。今伊藤さんから問題提起がありましたように、日本の労働運動はかなり危機的な状況にあり、また、新しい芽が必ずしも育っているとも云えません。

私の方の別個のレジュメと資料を使いながら提起させていただきます。
私は今全労協の事務局をさせていただいておりますが、

全労協は結成以来、国鉄闘争を中心として闘いを組んでまいりました。それはもちろん総評の労働運動の発展・継承を通じてということでありましたが、その国鉄闘争が2011年政治解決と云うことで基本的には終結をしました。そういう中で今改めて、総評労働運動をどう継承・発展させていくのかということと、この23年間の全体をもう一度振り返りながら、全労協の新しい役割を確定していこうという作業をやってまいりまして、もう6回、7回程、常任幹事会を中心にして進めていたところであります。その一つをベースにしながら、私どもが考えていることを少し報告させていただきます。

私の資料でありますけれども、大筋大まかに今伊藤さんから提起があったんですけれども、やはり今の労働者の現状をもう一度しっかりと確認をしておく必要があるのではないかということで、状況については少し触れさせていただきました。


1.総評解散から23年

1989年に総評が解散をしてからもう既に23年が経過したわけであります。この23年の経過で労働者の現状が、どのように変わってきたのかというのをひとつしっかり見ておきたいと思います。
貧困・格差の拡大という問題がどのように進んでいるかとについて資料を参照ください。この雇用形態別に見た年間収入分布というふうになっているわけですが、この出処は労経白書です。年収200万以下という人々が1000万人を超えていると指摘されています。生活保護世帯も年々拡大をして200万人を超えると云われています。
世帯数で言うと140万世帯を超えるそうです。先日の新聞報道によると、これが更に増え続け生活保護人数213万人で史上最高になっているというふうになっています。非正規労働者は拡大を続け35.2%ほど。また失業率は5%から低下したものの未だ4.2%、4.3%になっています。失業率は、この9月以降一気にもう一度日本の経済が急降下の傾向になっているという状況にあって、また4.5%まで拡大するのではないかというふうにも云われる状況であります。加えて23年前の現状の中から言えば、やはり今労働者の中で新たな状況といいますか、過労死なり、いじめなり、パワハラ、あるいはメンタルヘルスという問題が労働者の非常に大きな解決しなければならない問題として登場をしています。そういうところをしっかり見なければならないのではないかと思います。こういう状況の中で全国の労働局の労働相談件数は114万件と云われ、その中で直接の個別労使紛争は24.7万件を数えるという、行政機関としての労働局の数字だけでも非常に高くなっています。労働審判の件数も2000件を全国で超え、少し減っているようでありますけれども、依然としてそのような状態であるということです。労働組合への相談を加えれば大変な数字になるということだろうと思います。
2.総評解散　　　　連合、全労連、全労協

(1)下がり続ける労働組織率と各組織の推移

連合、全労連、全労協、労働組合の状況についてでありますけれども、下がり続ける労組の組織率と各組織の推移は右表の通りです。労働組合、雇用率の状況というのがあり、これは23年度の調査報告からコピーしてきたものでありまが、この通り23年前というのは平成元年、昭和64年でありますけれども、あの頃バブルがまだ継続をして、一旦労働者数が増えてきたわけでありますけれども、組合の組織率は一貫して下がったままの状態を維持している状況であろうというふうに思います。
連合も当初は800万から出発をしましたけれども、今現在は680万人。全労連も120万というふうに書いてはありますが84万。全労協が12万となっています。
(2)官公労/公務労働の解体、公共サービスの民営化

一方で官公労というか公務労働の方の状況を少し見てみたいと思います。電電公社、国鉄、郵政の解体とかその他の独立法人化、また民活化ということで国の行政機関の定員は一貫して縮小していますが、いわゆる小泉改革のときですね。郵政公社の民営化で一気に落ちて行って当初90万人ほどいた労働者が今29万9000人というように24年度でこういった数字になっています。地方公務員数の方も上表にあるように平成6年から一気に減ってきています。いわゆる平成の大合併の合理化で、自治体の数が大幅に減ってきているわけです。人数で見ればこの自治体再編で官公労関係、総評の労戦再編前には自治労は127万人いたんですね。日教組が約62万人ということでしたが、分裂後自治労が84万人、自治労連が17万人にまで減っている。日教組も当時36万だったのが今は27万人。全教も分裂時14万が現在9万人というように減少・削減傾向にあると云えます。当然この裏には組合員の非組合化が進んでいることが大きくあります。そして行政改革が今なお人員削減という形で引き続きおこなわれて行くことだろうということです。
(3)労働争議の推移

そしてもう一つ、先程伊藤さんも触れられたんですけど労働争議の推移です。労働争議の推移も平成13年から示されているのでありますけれども、平成14年に少し増えたのですが、昨年は612件というように少なくなっているわけです。けれどこの中にはストライキを伴わない争議も入っているわけですね。表を見ていただければわかると思うんですけれども争議行為を伴う争議ということになれば昨年は57件しかないんです。非常に厳しい状況になっています。その57件の内訳を見れば連合が11、全労連34、全労協10というのが去年の平成23年の実態だとなっています。また団交が行われていない労組が60％もあるということです。
(4)新たな運動形態

この間、総評解散以降の一つの大きな特徴としては充分見ておかなければいけない新たな運動形態というか、争議（その他）には、連合、全労連、全労協だけではなくて、合同労組運動というか旧来の全国一般運動とは別の展開という形で、いわゆるシティ・ユニオン、コミュニティ・ユニオンの闘いがあるということだと思います。
3.破壊された労働者としての団結、連帯

(1)団結の破壊と労使協調主義

それから三番目、破壊された労働組合・労働者としての団結、連帯というふうに書いたわけですけれども、団結の破壊、分断という新自由主義施策、あるいは成果主義、能力主義で競争を煽るということによって相互の競争を煽りながら搾取していく、いわゆる団結そのものを破壊していくという、特に成果主義、能力主義、業績主義に対しての問題を捉えて行かなければならないのではないかと思うわけです。
それと加えて、一方では労使協調主義というか、これも今伊藤さんが触れられた部分に関連しますが、「全国労働組合生産性会議」というのがあります。略称「全労生」といいます。実はこれは当初、労働組合のマルセイ運動から出発をしたという経緯があります。
これの結成は1959年に出発をし、色んな生産性運動を行う、いわゆるマルセイ運動。当時総評系労組解体のために、同盟を中心にして激しい攻撃が行われたのですが、それが今延々と残っていて、全国労働組合生産性会議となっています。連合の民間労組はすべて参加しており、今現在、この10月に代表者が交替したわけです。それまでは、ゼンセン同盟の落合さんだったのですが、今度は基幹労連の神津さんが新議長になっております。改めて今年の年間方針として「発展のための原点回帰の生産性運動」を継承発展していくということを高らかに宣言する、という状況にいたっています。
誰も知らなかったというんだけれども、この組織が連合の実際的主柱になっているということだろうということです。これは資料には入れてなかったので、欲しい方は全国労働組合生産性会議のHPから取った部分もありますので参照ください。
(2)企業内主義

もうひとつはやはり企業内主義というか、身内の狭い利害に固執して、一方では排外的な傾向を一貫して生んできたということだろうと捉えなければならないと思います。正規、非正規、あるいは勝ち組、負け組というような状況、また本工主義として展開している実態。あるいは資本の海外進出する資本の動きを無批判に後押し、労働者としての国際主義も形骸化している。低賃金を求めて海外進出を認めて産業空洞化を放置し、国際主義としての対応ができない。海外での労働者弾圧に無関心を装い、資本を手助けする。国際主義の不在という労働運動の負の側面と言っていいのではないか。
(3)政治闘争の形骸化

それと同時に政治闘争の形骸化が進んで非常に問題がある。政策闘争がもっぱら政党･党派への擦り寄りになったのではないかと思います。総選挙で政権奪取を実現したにも関わらず、労働者の政策というものは必ずしも実現していない。それは民主党だけではなく連合そのものが互いに相互依存となり、延命をするということと、政治闘争を政策闘争に限定し、平和運動の後退を招いているというふうに考えなければならないのではないのか。本来労働組合は様々な形で政治的な活動というのが一つの大きな柱であるわけでありますけれども、そういう問題をもっぱら政策闘争として党派への擦り寄りに終始をしてきたのではないかと考えています。
(4)企業内身分制度

それと、企業内身分制度ともいうべき状態となっている。男女差別、雇用形態による差別があたかも当然のように拡大している。ということでは労組としての権利も維持できない状況になっているのではないかと思っております。低賃金・無権利の非正規労働者の存在と解決にしっかり取り組むことだろうと思います。
せっかく連合の評価委員会が、第三者機関として連合運動の成果と欠陥について大胆、率直に議論をして、連合労働運動の任務と役割を指摘をしたわけですけれど、基本的にはそれは神棚に祭り上げられて終り、ということではないだろうかと思います。最近、連合評価委員会に関する言及は全くなくなってしまっていると云われています。
4.労働組合の役割と課題
	


(1)総労働と総資本…階級対立は消えたのか

そういう中で、総体として今日本の労働運動にとって、いわゆるナショナルセンターの機能と役割という問題がある、というふうに言わざるをえないと思います。
連合、全労連。全労協は共闘機関・組織と云っていますが、一方ではナショナルセンター的任務というのも期待されるところであると思うのですけれど、総体としてどの組織もナショナルセンターとしての機能を喪失しているのではないかと考えられると私は思っています。それで改めて、労働組合の役割と課題というのを、もう一度議論をし直すときではないかいうのが、私の提案と言いますか、問題としたいと思います。総労働対総資本という云い方が全く今は使われていないわけですけれども、総労働対総資本なり、あるいは階級対立は消えたということではないわけです。
(2)大企業の「利益第一、株主第一」と悪化し続ける労働分配率
労働組合の社会的使命を基本問題として提示し直さなければならない。大企業の利益ないし、あるいは株主第一ということで低下している労働分配率なり、貧困・格差が拡大を続け、バブルが崩壊し、いま総貧困というふうな言葉さえ出来ています。非正規労働者として固定をしたらそれはやり直しができない。今若い者が新卒として就職出来ずにフリーター、いわゆる非正規で出発したら、なかなか本来の正社員にはなれない。あるいは正社員として入ったとしても一度失敗すると非正規の労働しかない。ある種やり直しの出来ない社会になってきてしまっている。こうした雇用の質の悪化をどう改善していくのかは、労働運動の大きな課題です。
(3)産業構成の変化
加えていわゆる産業構造の変化が、大変急ピッチで進んでいることだと思います。製造業からサービス業へというような、全体的な就業構造が変わってきているわけですけれど、その中のサービス業と言われたのが、当初は様々な飲食などの民間サービスと言われていたわけですけれども、今はもっぱら医療・介護や行政サービスなど、かって公共サービスだった事業が民間サービス業となっている。本来であれば公共サービスとしてやらなければならない問題が民間労働者によって、利益第一に押しひしがれた低賃金の労働になっている。典型的には介護労働等に反映をしているのではないか。
また、旧来の産業を超えた企業の横断的展開というところに、労働組合が対応できなくなってきている。企業間ではなくて、一方では業種的統一性、あるいは職務評価の比重が拡大するわけです。けれども企業そのものが、いわゆる旧来的な意味でのブランドとしての経営展開をすることによって、一企業内での労使間の矛盾が温存拡大をしていくというふうに思っております。
(4)合同労組の役割と限界

先程コミュニティ・ユニオンの問題に少し触れましたけれども、その手の労働組合の役割と限界というのを少し述べさせていただきたいと思います。
やはり一人でも多くを組織化するという意味で、本当に今コミュニティ・ユニオンを含め合同労組が、大きな役割が発揮されていると思いますけれども、それをいわゆる集団的労使関係に転換するのか。これは先程伊藤さんの方からも言われましたけれども、個別労働者の救済運動からどのように集団的労使関係に転換をするのかという問題を、解決できるのかということです。
労働者の自立的組織として、あるいは企業横断的な連帯を作り出していく。あるいは労働者個人の充実ということも生み出していきながら、それを組織化していくということは重要なことだと思います。そして同時に労働組合が地域で存在するという意味は非常に重要なことだろうと。公務労働者の民間労働者化という問題や労基法、労組法の全面化を含め、新たな官民労働者での共闘という問題を考えるということになるのではないか。
(5)あらためて集団的労使関係の形成と闘いが必要!  地域運動の重要性
集団的労使関係の形成と闘いということから、総労働対総資本の対決という意識を持っていく。その中で作り出して行かなければならない。職場で雇用形態、あるいは国籍、男女差別との闘争、職場闘争の重視と団結、少なくとも怒りを共有することをやらなければならないのかなと思います。

そう言いながらも、私も自覚しているのですが、いつも、今日も集まってもらったんですけれども女性が一人もいない。我々労働運動は男社会なのだろうかと、一人も女性の役員の方もいないし、こういった議論に参加をという方もいないし、あるいは呼びかけ対象を我々が知らないという、こういう問題も含めてあろうかというふうに思いますけれど、そういった職場闘争の男女のそれぞれの権利を作り出していくという意味で、職場闘争、地域闘争の重要性を声を大にして云わなければならないと思います。地域運動、これは後ほど鳰川さんからご提案があると思いますけれども、地域運動の重要性ということを、改めて労働組合の社会的役割、同時に生活者として労働者としての観点からも、地域運動の再建が重要であるということを強調しておきたいと思っています。
(6)産別、総労働(ナショナルセンター)の役割
そういう中で、ナショナルセンターの役割をどのように再建していくのかというところが、今課題として議論を始めなければならないのではないかということだと思います。その際、新自由主義、グローバルリゼーションに対抗するという意味で、労働者の国際主義の問題等が重要であると思います。あとはアジア、あるいは世界で、労働者の争議･闘いに、産業空洞化の関係等も含めて連帯することが不可欠であると思います。

また同時に、平和と民主主義の問題など政治闘争として今重要性をしっかり提起しながら様々な意見の相違を統一して、しっかり議論をしていくことを、躊躇せずに作り出していくという運動にもう一度復活をさせるべきではないだろうかと考えております。
非常に雑駁な提起になったわけですけれどもとりあえず議論のたたき台と致します。

　　　　　　　　　地域労働運動の再生と課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳰川　静（市原地区労顧問）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご紹介を頂きました鳰川（におかわ）です。私は千葉県市原市で地区労の顧問をし
ていますが、今日はローカル地区労の立場から報告をします。

　私は民間の昭和電工（株）に入社しまして、定年までこの職場で働いていました。私が地域労働運動（地区労）に意識して参加するようになったのは、昭電千葉闘争を闘った経験からです。昭電千葉工場はアルミ精錬工場ですが、７３年のオイルショックを契機に大幅な減量再編合理化が提起されてきました。アルミは電気の缶詰と言われるほど多量の電力を消費し、電気代が２～３倍に値上がるという状況で次々と合理化攻撃がかけられてきました。

　当時、千葉工場は約1600名の労働者がいましたが、これが最終的には100名まで減らされるという凄まじい合理化攻撃の中で仲間たちが解雇され、第一次から第五次まで１６名の原告団で裁判闘争を闘ってきました。この闘いの中で、地域で運動を支えたのは地区労でした。15年闘争の末、９０年に勝利的和解（半数職場復帰、和解金約3億円）で決着しましたが、この経験が地区労運動に意識して係る出発点でした。

　そうした中で1987年から2006年まで市原地区労の事務局長を担いました。その間、ユニオンの結成や国鉄闘争支援共闘会議を結成しながら、地域共闘・地域労働運動の強化を追求してきました。
１、地域（地区労）労働運動の現状

(1)総評解散は地区労に何をもたらしたか

　お手元に第33回全国地区労交流会の資料をお配りさせて頂きました。今年は東京江戸川で初めて都内での全国地区労交流会が開催され、その資料を抜粋して配らせて頂きました。ご案内のようにかつて総評が健在であった時は、各地に地区労結成が進められ、当時は全国で1300地区労があったという風に聞いております。しかし現状では、89年の総評解散・連合発足とともに軸足が連合に移行し、地区労から脱退していくという流れになっています。全電通（NTT）やＪＰ（全逓）など大手産別が地区労を脱退するという流れの中で、全国各地の地区労が解散させられ、残った地区労も組織・財政的にも大変困難な中で地域労働運動が取り組まれているという状況だと言えます。

正確な数字は分かりませんが、全国地区労交流会の呼びかけ案内を発送しているのが、34都道府県のうち約460位だと言われています。この内、北海道は100数箇所あるということでこの辺は定かではありませんが、約460通の呼びかけ案内をしながら全国地区労交流会が毎年開かれています。そういう面ではまだ400以上の地区労・地域労働運動が残っていると言えます。

(2)地域労働運動の灯を消してはならない　―　孤立から連帯へ

資料の中で「全国地区労交流会の歩み」がありますが、その源流は1980年に始まる北関東での４県地区労交流会でした。当時、総評は「地域労働運動を強めるための全国集会」が開催され、その下でローカルな地区労交流会が持たれていました。しかし、総評解散後の地域労働運動は「連合一本化」の流れの中で、名称変更や組織と運動の縮小が進められ、残る地区労は孤立化を余儀なくさせられてきました。こうしたなかで北関東の地区労交流会が唯一の場となりました。そこで首都圏、信越や西日本の地区労などにも呼びかけがあり、98年の第１9回宇都宮集会から名称が「全国地区労交流会」に変更され、地区労交流の全国化が図られました。

　市原地区労もそうですが、総評が解散された以降まさに手探りの状態で地区労運動が取り組まれてきました。大手産別が中央指導の下で脱退し、組織と財政が減少するという中で、地域労働運動の灯を消してはならない、そんな思いで歯を食いしばって頑張ってきました。全国の地区労の仲間も同じです。解雇撤回闘争や様々な地域の権利闘争を闘うためには地域労働運動を残さなければならない、そういう思いを持った人たちが必死で地区労を残してきました。この地区労交流会がきっかけになって、それぞれ各地域で孤立した形で地区労運動が担われてきたのが、全国地区労交流会を契機にやっと繋がったという歴史があります。

(3)全国地区労交流会　―　運営委員会方式へ移行

市原でも2002年に全国地区労交流会が持たれましたが、翌年の岡山集会でこれまでの世話人会を「運営委員会」として正式に確認し、2003年から全国運営委員会方式で取り組むようになりました。合わせて分担金も任意で呼びかけることになりました。全国運営委員会は最低２回/年開催していますので、運営委員会の顔と名前が一致するようになり人間的な繋がりも深まっています。そういう意味では非常にいい形で全国地区労交流会が定着をしてきたと言えるのではないかなと思います。

今年の東京集会も江戸川地区労を中心に、都内各地の地区労などに呼びかけて現地実行委員会が作られて開催されてきています。全国運営委員会で議論し、開催地区の現地で近隣に呼びかけて現地実行委員会を組織して実施するという方式が定着してきたということが言えます。

(4)コミュニティ・ユニオンの現状

　地域労働運動を考える場合、地域ユニオン運動があります。私もユニオン運動に関わっていますが、コミュニティユニオン全国交流会も開催されています。89年に弘前で開かれたのを契機にして90年以降、毎年コミュニティ・ユニオンの全国交流会が開かれております。ちなみに今年は京都で開催されまして、550名が全国から結集しました。地区労交流会と違うのは、参加人員の約4割位が女性なんですね。そういう面では地区労運動は男性中心ですけれども、コミュニティ・ユニオンの交流会と言うのは半分近くが女性と言うことで、極めて賑やかと言うか活発な雰囲気のなかで交流会が持たれています。

資料にもありますが、現在コミュニティ・ユニオンに参加をしているユニオンは78ユニオンがありまして、約2万人がコミュニティ・ユニオンに組織され繋がっているということだと思います。実際にはコミュニティ・ユニオンに加盟をしていないユニオンまだ沢山ありますから、実数としては100以上、150位はあるのではないか。いずれにしてもこの地域労働運動を考える場合、地区労交流会、そしてユニオン交流会、この二つが大きな力になっているということが言えるのではないかと思います。

2.市原地区労の現状
(1)総評解散後も組織と運動を継続

市原地区労の現状ですが、ご案内のように市原地区労は京葉コンビナートの一角にあります。京葉コンビナートは日本最大級のコンビナートで、船橋から富津沖に至るまで何十キロに渡って海岸を埋め立てて工場が建設されました。日本の主要ないわゆる大企業の殆どが、この京葉コンビナートに進出しています。ですから、かっては市原地区には地区労のほか同盟や民労連（民間大手）の組合もありました。現在ではこれらは連合に集約され、地域組織としては地区労と連合、そして全労連となっています。市原地区労は選別排除せずに組織存続をしてきましたから、現在でも連合や全労連の組合も地区労に二重加盟している組合もあります。

総評解散前は千葉県下25の地区労がありましたが、現在では4つ位しか残っていません。そういう点では連合発足以降、県内の地区労がどんどん解散されていった訳です。総評時代は県労連があり、そこに各地区労も参加していました。当時、私も会議に参加しておりましたが、総評解散後は県労連センターに移行する、地区労は地区労センターに移行し、確か3年か5年の移行期間を設けその後は解散するという提起がありました。

　いろいろ議論はありましたが、市原地区労は解散をせず組織と運動を残すことを確認し大会でも決めてきました。そうは言っても加盟組合が減少する中で、財政問題もあり大変な状況でした。

私も事務局長をやっておりまして、何とか新しい組合を入れなくてはと必死でした。様々な情報を集めては地区労加盟を働きかけました。コンビナートですから企業の進出、新組合結成などもあり、結果的に８つの組合を加盟させました。大手の組合が脱退する。しかし一方では新たな加盟を図るというように、何とか組織と運動を残す努力をしてきました。その為には様々な工夫も重ね、対市要求などの全組合員からアンケートや年間通じての労働相談活動、春闘時の市内全域キャラバンなど市民や組合員から見える運動づくりを追及してきました。

(2)地区労存続第二の危機

このようにして、総評解散以降の厳しい時代を何とか乗り越えて来ましたが、現状は言わば第二の危機という状況にあります。その１つは、この間のコンビナート企業の合併・再編の問題が大きく影響しています。例えば、企業の合併・集中などにより労働組合が大手組合に吸収され、組合解散・地区労脱退という現象が多く発生しています。特に市原地区労の場合、中堅組合が地区労運動を牽引してきた経過もあり、そうした吸収・合併で労働組合が解散されることは残念でなりません。

もう一つは、やはり団塊世代の定年退職によって組合役員が変わる。コンビナートでは30代の委員長、書記長も多く、高くても４０代前半なんですね。総評労働運動もストライキを知らないという世代の人たちが組合の役員を占めるようになってきています。会社もこれに便乗して企業内に閉じ込めようとする動きがあるわけです。結局、地区労運動に疎遠になってくる、という状況が出てきています。そういう面で、第二の危機を迎えているという状況にあります。

　団塊世代の人たちが次の世代にバトンタッチをする、そういう担い手づくりが充分に出来ていない弱さもあります。しかし、市原地区労は自前の土地と事務所を持っています。五井駅の中心から徒歩５分程度のところに事務所を持っていますから、この事務所をベースにして、例えばユニオン労働相談、様々な市民運動の集まりの場として活用し、地区労の組織と運動を引き続き存続させ地域の労働センターとしての役割を担いたいと考えています。

３、何故、労働運動、地域労働運動が後退したのか

(1)資本の「企業あっての労働者」思想攻撃に負けた
　私自身の民間の経験から言えば、第一に「企業あっての労働者」という会社の思想教育に負けた結果だと思っています。それは連合発足の経緯を見ても明らかだと思います。

　かって私の職場では1950年代はいわゆる左派系の人たちが組合の指導部を握っていました。しかし、会社の分裂攻撃や思想攻撃によって次々と組合が弱体化されてきました。私が入社した以降もこの攻撃は続いていました。会社の攻撃は競争と分断で、その中心は社内教育と試験制度、職階職務給制度などによる労働者支配です。つまり、社内教育と試験制度（専門職・主任制度）、賃金がセットなり、従順な労働者づくりが進められた訳です。現在では成果給賃金が主流になっていますが、基本的には同様の攻撃だと思います。

　私が入社した時は高度成長の時代で、工場は「行け行け、ドンドン」という状況で、毎年100名単位の青年労働者が入社し、最盛時は1600名を超えていました。職場はアルミ精錬ですから「熱い、汚い、危険」という三重苦という中で不平不満が高まり、青年部運動が活発に取り組まれました。それを抑え込もうとしたのが先ほどの会社の労働管理システムですね。特に、７１年のニクソンショック、７３年のオイルショック以降はこの攻撃は熾烈になりました。組合役員選挙では「階級闘争至上主義は悪の哲学、産業民主主義は愛の哲学」という見出しの社内報が職場にどんどん流され、労使協調派の役員が次第に多数派になり、組合の弱体化が進んできたと考えています。

　当時私は青年部長をしていましたが、中央本部の委員長は全て東大出身でないと委員長にはさせないという会社の方針があり、左派系単組が静定されるまでは東大のエリートが中央本部委員長に就任していました。その代わり委員長をやれば退任後は大体会社の重役位には就く、そういう時代でした。かつて昭和電工の人事部は絶大な権限を持っていました。しかし御用派幹部が組合の主流を担う時代になると、人事部は廃止され戦略企画室の一部署に格下げ？されています。日経連が経団連に吸収されたのも同様の背景があると考えています。

　私は民間のそうした体験から、総評が解散され連合が出来たという背景には、冒頭で述べた様に「企業あっての労働者」という思想攻撃に負けた結果として連合の誕生があるというふうに考えています。９５年の「新時代の日本的経営」路線もその延長線上にあると思います。労働者意識の問題も大きく後退しています。ここに市原地区労アンケートがありますが、設問で「自衛隊の海外派遣について、どう思いますか」の問いに、89年には反対63％、07年37%、12年20.3％（賛成30.8％）と大幅に反対が少なくなっています。消費税の問題も同じ様な傾向が見られます。ここに労働者意識の劣化があります。個別労組の集合体が地区労ですから、マスコミや会社の攻撃によって労働者意識が後退されれば、その結果として地区労運動も後退させられる関係にあると見ておかなければならないと思います。

(2)産業構造・労働環境の変化に対応できず
　第二の問題は、よく言われることですが労働組合として産業構造・労働環境の大幅な変化に対応出来なかった結果だと私も思います。特に、オイルショック以降の減量再編合理化路線の下で会社は機械化、IT化を進め、熟練から単純労働へとシフトし、正規から非正規へと雇用構造が変化する中で、正社員主体の労働運動から抜け出せないまま推移してきたことが今日の状態を招いていると言えます。

　例えば昭和電工でも本体の労働者のほかに関連企業や下請け企業、あるいは派遣とか様々な労働者が沢山います。工場の近隣には三井造船（株）や大手企業がありますが、本体労働者の約半分近く（場合によってはそれ以上）が、関連企業あるいは下請けと言われる労働者が働いています。私自身も自己批判的に総括していますが、昭和電工の場合も例外ではありませんでした。合理化反対の闘いを精一杯闘ってきたとは思いますが、やはり正規労働者中心の運動だったと言わざるを得ません。非正規を組織する、共に闘うという視点が不足していたと反省しています。こうした弱さが今日の労働運動の後退、組織率の低下など社会的影響力を低下させている原因だと考えています。

４、労働運動再生・強化の課題

(1)労働者学習と次の担い手づくり、とにかく繋ぐこと
　なかなかうまい手があるわけじゃない。しかし、やるべきことをやらなければこれからも労働運動はジリ貧から抜け出すことは出来ないと危機感を持っています。

　私自身も民間少数派という立場で闘って来た経験から言えば、「労働者が社会の主人公だ」という労働者思想・教育をどういう形で広げていくのかが最大の課題だと思っています。私自身は現役を引退しましたが、次の担い手をどう作っていくのかという問題意識ですね。残された時間は余り多くはありませんが目的意識を持った運動をどうつくるのかが課題です。国鉄闘争は24年間闘ってきたわけですが、その原動力は伊豆大川を拠点とした労働学校での学習がベースにあって、24年間闘えてきたと私自身は思っています。そういう意味では、もう一度労働者教育についてどういう形であれ、キチンと継続実践していく必要があると思っています。

もう一つは地域労働運動と言いますか、いわゆるユニオン運動と言いますか、開かれた労働組合として正規だけではなく未組織を視野に入れた運動・組織作りが重要だと思っています。労働相談活動を中心にユニオン運動、これをもう一度本腰を入れて一人から繋いでいく努力をしていく必要があるんじゃないかと思っています。

三つ目の課題ですが、私自身は現状の企業内組合の状態は内部のみでは変わらないと思っています。これだけ民間の労働組合がズタズタにやられて団塊世代が職場から追い出された中で、ここから活動家を作るということは非常に困難だと思っています。やっぱり学習と交流、両方を繋げる発想で活動家を作っていくということが必要だと思っています。そういう面では地域労働運動の果たす役割は非常に大きいと考えています。今後の課題として地区労、ユニオン、市民運動などを繋げ、地域労働運動総体として外堀を埋める闘いを、目的意識を持って追求していく必要があると思っています。

あとはナショナルセンター強化の課題です。現状では連合と全労連、ナショナルセンターではありませんがどっちにもいけない組合の結集体として全労協ができているわけですけれども、改めてもう一度思いを持った人たちが、壁を乗り越えてどこかで一度繋がってみるということが必要じゃないかと思っています。その上で発信をしていく、まだまだ全国には私たちの知らない人たちが各地で頑張っています。

５、政治的共同闘争の課題と追求

(1)小異を残して大同につく― 大結集の発想を
先程言ったように地区労でもそうですが、全国で頑張っている人たちが沢山いるわけですね。お互いそういう人たちから元気を貰ったり与えたり、そういう関係を作り上げていくという、そういう意味でのナショナルセンター的な結集力というのが必要じゃないのかと思っています。

最後に、政治的共同闘争の分野について一言発言します。総選挙が闘われていますが「維新の会」橋本にしても石原にしても、非常に危険な情勢だと思っています。選挙結果が分かりませんが、場合によっては改憲情勢が一気に進むという状況の中にあると思いますし、こうした政治闘争の分野で労働組合が主体的に何ができるのかどうか考えてみる必要もあるのではないか。とりわけ革新政党、護憲派政党と言われている共産なり社民なりがそれぞれバラバラに闘われていて労働者側からするとなかなか展望が見えない。

色々な問題があるかも知れないが、例えば労働組合が中に入って脱原発・護憲平和などの課題で共同闘争を繋ぐとか大結集的な発想で汗をかくことも必要な情勢になっていると考えます。具体的にどうこうではないですが、そういった発想で労働運動を考えていかないと出口が見えないなという感じもします。

私も団塊の世代ですが、若い人たちにどういうふうに運動を繋いでいくのかが最大の課題だと思いますし、残された時間はそれほど多くない。慌てる必要はないけど急がなければならないとも思っています。まとまりませんが、ローカルの地区労運動を通じて私自身が思っていること、あるいは気が付いた点について報告をさせて頂きました。どうもありがとうございました。

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

正規・非正規労働者の連帯で、原発も貧困もない平和な社会を切り開こう!　
「労働運動研究討論集会」の御案内

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         

呼びかけ人　　　　(2013年1月31日　現在)
	伊藤　彰信　
	(全港湾委員長/労研フォーラム共同代表)

	垣沼　陽輔 
	(大阪ユニオンネット代表)

	上村　時彦 
	(全水道東水労委員長)　 

	須藤　和広 
	(郵政産業労働者ユニオン書記長)　

	玉那覇　哲
	(沖縄高教組委員長)

	中岡　基明 　
	(全労協事務局長/労研フォーラム共同代表)

	中村　美彦
	(千葉県市原地区労議長)

	長谷川武久 
	(全日建運輸連帯委員長)

	平賀　雄次郎 
	(全国一般全国協委員長)　

	武藤　弘道  
	(東京都労連委員長 ) 

	山崎　秀一  　
	(自治労高知県本部委員長)

	吉田　壽 　 　
	(東京清掃労組委員長)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(あいうえお順)

■日　　時　　　2013年4月20日(土)　13時受付開始

13時30分開会

21日(日)　正午終了
　　■場　　所　　全水道会館大会議室(2F)

                    113-0033

                    東京都文京区本郷1-4-1

　　　　　　　　　　＜交通案内＞
　　　　　　　　　　　　　　ＪＲ水道橋駅　東口（お茶の水寄り）　徒歩２分
　　　　　　　　　　　　　　都営地下鉄三田線水道橋駅　Ａ１出口　徒歩１分
　　

■4月20日

　　　　  呼びかけ人代表より「経過と問題提起」　

　　　　　報告・討論　　　　①公務職場の現状と課題

　　　　　　　　　　　　　　②非正規労働者の現状と課題

　　　　　　　　　　　　　　 17時00分　休会

　　　


■4月21日　　　　　9時00分　再開

報告・討論　

③地域労働運動の現状と課題　　　　　　　

　　　　　　  　　　　　　　　　　　
　　特別報告　　　①沖縄より

　　　　　　　　　②脱原発の取り組みと労働運動

正午終了予定　

■参加費　

　2000円(会場費・資料代)＊一日だけの参加は千円

　　　　　　　

　　　注)当日は宿泊・食事の準備はありません。各自での御準備をお願い致します。　

＊このレポートはデーターでお送り致しています。下記事務局のメールに申込ください。添付返送いたします。
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事務局　「労働運動研究フォーラム」


　東京都荒川区東尾久3-1-12


　電話・FAX    03-3894-6620


  メール　r＿kenf 2013@yahoo.co.jp
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